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世界一の高学費軽減を！学業断念の若者なくす
・・・日本共産党が政策発表・・・

日本共産党は16日、「『世界一高い学費』

を軽減し、経済的理由で学業をあきらめる若

者をなくすために」と題する政策を発表しま

した。

理由として、「貧困と格差」の拡大の中で、

憲法と法律が禁じている「経済的地位による

教育上の差別」が目の前で起きていると指摘。

千葉県の公立高校で期日までに入学金が未

納だからという理由で生徒が入学式から排除

されたり、私立大学では毎年一万人の学生が

経済的理由で退学するなどの事態をあげまし

た。

さらに、こうした事態を招いた自民党政府の極度に貧困な教育政策を批判しつつ、それと対照的に

無償化をすすめる欧米諸国の事例を紹介。その根底にある「教育を受けることは基本的人権であるとと

もに、社会の発展にも不可欠だ」との精神を強調しました。

政策の特徴については、経済的理由で学業を断念する若者をこれ以上ださないためという考え方で、

緊急に必要なことを押し出しました。

財源については、「たとえば米軍への思いやり予算を廃止すれば生みだせる」との見解も示しました。

政 策 の 骨 子

１．公立高校の授業料の減免対象枠を年収５００万円まで広げる。私立高校の場合は年

収５００万円以下の世帯を授業料全額免除に年収８００万円以下の世帯は一部減額す

る直接助成制度をつくる。

２．国立大学・高専の授業料の減免枠を引き上げ、世帯年収４００万円以下は全員授業

料免除に。私立大学は年収４００万円以下の世帯を減額とする授業料直接助成の制度

をつくる。

３．国の奨学金をすべて無利子に戻す。年収３００万円に達するまでは返済猶予に。経

済的困難を抱える若者への給付制奨学金制度をつくる。

４．高校と大学の段階的無償化を定めた国際人権規約を批准する。



〈バックナンバーは http://www.jcp-net.jp/ibahoku/toukai/oona/ でお読みいただけます〉

2008年度定期総会に参加

２００８年４月１６日（水）１８時３０分

東海文化センター

母と子のサロン

ちびっ子集まれ ふるさと少年教室 友情の船北海道研修の旅

活動方針にもとづき推進してきたことが報告されました

「親（大人）が変われば子どもも変わる運動」を推進し、青少年宣言推進委員会と連携・協調を

図りながら、「明るい家庭づくりの推進」を基本として、家庭・学校・地域が一体となる青少年健全

育成のための支援ならびに啓発活動と、人・自然・文化とのふれあいを重視したコミュ二ティー

の形成を推進。

茨城県民会議会長の来賓あいさつで印象に残ったこと
人間は生まれながらにして人間にはなれず、両親をはじめとする周りの人間集団のなかでこそ、

はじめて人間として育つ。人間として成長するにふさわしい環境づくりが重要。

村民会議顧問東海村長のあいさつで印象に残ったこと

子どもの成長を考えるとき、子どもにも〝権利〟（日本は１９９４年に子どもの権利条約を批准）が

あることをどれだけ教育できているかとふりかえる。同時に、義務もあることについても。また、憲法

第１３条の「すべて国民は、個人として尊重される。…」この重要性を思わずにはいられない。

国がもっと、
子どもや教育、家庭、地域を大切にしてほしい

こんなとりくみ
村いっぱいあっ
たらいいのに！

４事業紹介

ビデオから

【ひたちなか商工会議所、東海村副村長に伺いました】

ひたちなか保健所の本所機能の存続を求める署名運動について

ひたちなか商工会議所を中心に、ひたちなか市民と東海村民が共同で取り組んで

きた署名は、現在約１０１，０００筆になったそうです。

東海村関係では、商工会扱いが約７４０筆、その他は、４月末を期限とし各団体に署名用

紙がおりているとのことです。回収はこれからになるそうです。

５月１８日に総決起大会を開いたのち、署名提出の予定だそうです。これからでも間に合

うとのことですので、まだの方は、ぜひ声をかけてください。署名用紙をお届けします。


